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<質問> 
日経の昨日の第一面には、”米「ベネズエラ大統領拘束」“、”首都を大規模攻撃“、”トラン

プ氏「国外に移送」“、”そして本日の第一面には”「米がベネズエラ運営」“、”トランプ氏

石油利権に照準”の見出しの記事が踊っているんですが、あなた(ChatGPT、Gemini)は、

なぜトランプ大統領はこのような行動に出たのか、またこの行動は正しいのかについてど

う考えているんのか教えてください。 

 

<Gemini の回答> 
2026 年 1 月に入り、国際情勢は極めて緊迫した局面を迎えています。ご提示いただいた日

経新聞の見出しにある「米軍によるベネズエラ大統領の拘束」と「石油利権への着目」と

いう歴史的な事態について、その背景と多角的な視点からの考察をまとめました。 

ノートにそのまま貼り付け、後から振り返る際の資料としてご活用ください。 

【情勢分析】米軍によるベネズエラ介入とマドゥロ大統領拘束（2026 年 1 月） 

1. 事案の概要 

2026 年 1 月 3 日、トランプ政権下の米軍はベネズエラの首都カラカスに対して大規模な

軍事作戦を実行した。ニコラス・マドゥロ大統領夫妻を拘束し、ニューヨークへ移送。ト

ランプ大統領は「ベネズエラを（暫定的に）運営する」と宣言し、同国の巨大な石油利権

への関与を明言している。 

2. なぜトランプ大統領はこの行動に出たのか（背景と動機） 

トランプ政権がこの極めて強硬な手段を選択した背景には、主に 3 つの目的があると考え

られます。 

• 麻薬テロ対策と安全保障（公式な大義名分）： 

米国政府は以前よりマドゥロ氏を「麻薬テロリズム」に関与したとして起訴しており、今

回の拘束を「法の執行」と位置づけています。米国内のドラッグ問題の根源を断つという

姿勢を支持層にアピールする狙いがあります。 

• エネルギー安全保障と経済的利益： 

ベネズエラは世界最大級の石油埋蔵量を誇ります。トランプ大統領が「米国の石油企業を

深く関与させる」と述べている通り、資源を直接コントロール下に置くことで、米国のエ

ネルギー覇権を盤石にし、国内経済を活性化させる戦略的な意図が透けて見えます。 

• 「モンロー主義」の再燃と地政学的影響力の誇示： 



西半球（米州）からロシアや中国の影響力を排除し、再び米国の「裏庭」としての統制を

強める狙いがあります。2025 年の就任以来、トランプ氏が掲げる「力による平和」を具現

化した形と言えます。 

3. この行動は「正しい」のか（多角的な論点） 

この行動の是非については、国際社会および国内でも激しい議論が巻き起こっています。 

 

 
 

4. まとめと考察 

今回の軍事行動は、第二次世界大戦後の国際秩序（主権尊重）を根底から揺るがす「超弩

級」の出来事です。短期的には米国内の支持率向上や資源の確保に繋がる可能性がありま

すが、中⾧期的には、米軍による「ベネズエラ統治」が泥沼化するリスクや、国際社会に

おける米国の道徳的権威の失墜を招く恐れもあります。 

こちらの内容について、さらに深掘りしたい特定のポイント（例：ロシアや中国の具体的

な反応、原油価格への影響など）があれば、続けて情報を整理いたします。いかがいたし

ましょうか？ 

 

 



< ChatGPT の回答> 
今回、日経新聞の一面に 

「米『ベネズエラ大統領拘束』」 

「首都を大規模攻撃」 

「ドナルド・トランプ氏『国外に移動』」 

さらに翌日には 

「『米がベネズエラ運営』」 

「トランプ氏 石油利権に照準」 

といった強烈な見出しが並んだ。 

 

まず、なぜトランプ大統領はこのような行動に出たのかについて考える。 

 

ベネズエラは、世界有数の石油埋蔵量を持ちながら、⾧年の政権運営の失敗、制裁、腐敗

によって経済が崩壊し、国内秩序も大きく乱れてきた国である。 

アメリカから見れば、 

 

・反米的な政権が続いている 

・中国やロシアの影響力が強い 

・中南米全体の不安定要因になっている 

・にもかかわらず、戦略的に極めて重要な石油資源を持つ 

 

という「放置しにくい存在」であった。 

 

トランプ氏は一貫して 

「理想」よりも「取引」 

「理念」よりも「国益」 

を優先する政治家である。 

 

今回の行動は、 

① ベネズエラ政権を事実上無力化する 

② 石油供給を米国主導で安定させる 

③ 中国・ロシアの影響力を排除する 

④ 国内向けに『強いアメリカ』を演出する 

という複数の目的を同時に狙ったものと考えられる。 

 



では、この行動は正しいのか。 

 

私は、 

「国際秩序という観点では問題が大きいが、現実政治としては理解できる面もある」 

と考える。 

 

問題点は明確である。 

主権国家の政権運営に、軍事や強制力で介入することは、国際法・国際社会の原則から見

て極めて危うい。 

「正義」を名目にすれば、強国が弱国を支配できる前例を作ってしまう。 

 

一方で、現実もまた無視できない。 

ベネズエラ国民が⾧年、貧困と混乱に苦しみ、既存政権がそれを改善できなかったのも事

実である。 

また、エネルギー安全保障は、世界経済全体に直結する問題でもある。 

 

トランプ氏の行動は、 

「正しいか間違っているか」ではなく、 

「力を持つ国が、力を使った」 

という、非常に現実主義的な政治判断だと言える。 

 

理想的とは言えない。 

しかし、彼自身の価値観と、アメリカの国益という枠組みの中では、一貫性はある。 

 

今回の一連の動きは、 

「これからの世界は、ルールより力、理念より取引が前面に出る時代に入った」 

という、厳しい現実を私たちに突きつけているように思う。 

 

 


